
  

平成15 年 3 月期   個別財務諸表の概要          平成 1５年５月１５日 

上 場 会 社 名         三菱製鋼株式会社               上場取引所  東京、大阪 
コ ー ド 番 号         ５６３２                                      本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www. mitsubishisteel.co.jp/） 
代  表  者 役職名 取締役社長 氏名 市 川     誠   
問合せ先責任者 役職名 経理部長  氏名 吉 田  一 夫     ＴＥＬ(０３)３５３６－３１３５ 
決算取締役会開催日 平成１５年５月１５日         中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日 平成１５年６月２７日         単元株制度採用の有無  有(１単元1,000 株) 
 
１． １５年３月期の業績(平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日) 
 
(1)経営成績                                （百万円未満切捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

６２，１６３   12.6 
５５，２２２  △ 15.4 

 

２８２    － 
△３，３６６    － 

８１２    － 
△２，７０８    － 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

４０２   － 
△２９９   － 

２．７９ 
△２．０８ 

― 
― 

２．４ 
△１．７ 

１．１ 
△３．４ 

１．３ 
△４．９ 

 
(注) ①期中平均株式数 １５年３月期 143,991,065 株     １４年３月期 143,998,495 株 
    ②会計処理の方法の変更    無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 配当性向 株主資本 配 当 率     

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

１．５０ 
０．００ 

０．００ 
０．００ 

１．５０ 
０．００ 

２１５ 
０ 

５３．７ 
― 

１．３ 
― 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

７０，０６５ 
７６，０７７ 

１６,１４２ 
１６,９２６ 

   ２３．０ 
２２．２ 

１１２．１１ 
１１７．５５ 

 
(注) ①期末発行済株式数   １５年３月期 143,983,521 株  １４年３月期 143,997,555 株        
     ②期末自己株式数     １５年３月期 16,479 株        １４年３月期 2,445 株 
 
２．１６年３月期の業績予想(平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

３３,０００ 
７０,０００ 

８００ 
３，０００ 

４００ 
１，５００ 

０．００ 
――― 

――― 
未定 

――― 
未定 

 
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) １０円４２銭 

 
上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によ

って予想数値と異なる場合があります。 

なお、上記予想に関する事項は、決算短信（連結）の添付資料 4ページをご参照下さい。 



（単位：百万円）

％ ％ ％

（注） 平成13年12月をもって環境機器事業の一部について、子会社への移管、事業の撤退等を

行ったことに伴い、当期より製品別分類を一部変更いたしました。

なお、前期についても同様の変更を行い、前期比は変更後の数値により算出しております。

96.9 

12.6 

9.3 

59.2 

国 内

輸 出 2,159 

品 名
対 前 期 増 減

前 期

（１３．４～１４．３）

当 期

（１４．４～１５．３）

増減比構成比構成比金 額

5,793 

金 額

3,614 17.0 

1,412 

7.1 △

金 額

1,053 

△△2.7 

26.8 

32.0 

12.6 

9.3 

90.7 

0.1 

22.1 

40.0 

6,941 

6,941 

4,782 

6.6 

93.4 

55,222 

3,650 

△

38.5 

51,572 

1,457 

55,222 

14,807 

21,265 

62,163 

5,809 

56,354 

62,163 

45 

合 計

24,879 

13,754 

製    品    別    売    上    高

100.0 100.0

100.0100.0

仕

向

先

別

ば ね

素 形 材

そ の 他

合 計

特殊鋼鋼材 23,484 32.7 37.8 17,691 

－1－



損　 　益 　　計　 　算　 　書

（単位：百万円）

（14.4～15.3） （13.4～14.3）

（ ） （ ） （ ）

販売費及び一般管理費

（ ） （ ） （ ）

受取利息及び配当金

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

固定資産処分損引当金戻入額

投資有価証券売却益

（ ） （ ） （ ）

生産拠点の移転集約関連損失

投資有価証券評価損

法人税、住民税及び事業税

△ 363

57

575

売 上 原 価

支 払 利 息

雑 損 失

経 常 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

雑 収 入

営 業 費 用

対前期増減
当 期 前 期期 別

売 上 高 62,163

61,881

55,351

6,530

特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 益

固 定 資 産 処 分 損

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

事 業 撤 退 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

関 連 事 業 損 失

282

1,239

1,093

146

204

812

709

505

356

669

55,222

58,589

584

784

0

641

1,690

716

△ 448

1,288

500

△ 3,366

1,348

189

402

0

0

806

1,065

282

3,944

575

△ 812

0

0

513

2,048

510

309

△ 821

△ 299

716

417

6,941

△ 3,292

△ 2,920

△ 373

3,648

△ 109

28

△ 136

△ 19

△ 5

△ 15

3,520

△ 3,303

157

1,264

806

13

75

1,481

△ 407

△ 373

1,273

6,157

52,431

701

572

科 目

3,434

△ 2,708

690

工 場 移 転 損 失 0

64

75

77

363

△ 3,434

74

57
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貸　 　借　 　対　 　照　 　表

（単位：百万円）

（１５．３．３１） （１４．３．３１）

（ ） （ ） （ ）

47

資 産 合 計 76,077

△

70,065

△ 55

（ 借 方 ）

31,186

対前期増減

30,906 280

科 目

期 別

（ 資 産 の 部 ）

5,459

1,013

12,440

1,694

20,561

245

2,201

402

26

273

11,880

24,083

8,222

1,077

214

44,890

203

19,202

5,436

10,599

2,234

986

39,158

19,753

8,085

1,019

8,004

15

245

2,201

181

1,983

89

417

4,439

3,972

13,993

5,047

1,986

572

58

1,359

1,081

26

199

42

3,876

5,732

4,330

19

160

5

1,752

767

368

58

636

△

108

△

12,170

△

2,197

1,618

340

1,823

6,169

4,099

134

△

475

1,347

730

129

△

△

△

4,280

47

249 2,001

1,136

1,392

△ 137

221△

△ 28

△ 11

当 期 前 期

0

△

△

△

△

1,841

△

△

△

23

△

6,012

△ 8

△ 27

540

△

21

△

570

固 定 資 産

△

15

2,473

564

流 動 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

製 品

半 製 品

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 等

建 設 仮 勘 定

工 具 器 具 備 品

土 地

子 会 社 株 式

投 資 有 価 証 券

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

仕 掛 品

原 材 料

現 金 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

（ た な 卸 資 産 ）

－3－



貸　 　借　 　対　 　照 　　表

（単位：百万円）

（１５．３．３１） （１４．３．３１）

（う ち 当 期 純 利 益） （ ） （ ） （ ）

　 　

（ 負 債 の 部 ）

（ 資 本 の 部 ）

784

59,150

0

701

1

299

0△

267

△

1

1,453

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 合 計

△

△

△

△

△

6,012

固定資産処分損引当金

3,941

負 債 合 計

402

70,065

4,207

1,345

7

76,077

16,142 16,926

△

417

355

6,261

7,200

△

11,213

△

△

△

1,690

△

△

△

53,922

871

5,035 5,905 870

5,390

7,200

2,653

190

935

585

△

3,072

△

893 893 0

5,228

0

219

78

16

4,207

1,986

756

42

5,319

230

5,994

516

183

506

対前期増減

（ 貸 方 ）

250 208

退 職 給 付 引 当 金

11

1,130

2,101

3,242

9,488 4,169

44,695 47,937 △

0

4

2,611

0

1,481

73

188 110

57

183

未 払 費 用

0

376 961

516

21,997

2,749

資 本 準 備 金

10,114買 掛 金 7,461

3,684１年以内返済長期借入金

22,187

預 り 金

資 本 金

長 期 未 払 金

固 定 負 債

そ の 他

当 期 前 期期 別

科 目

流 動 負 債

支 払 手 形

9,227

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

前 受 金

未 払 法 人 税 等

869

△

△

5,488

資 本 剰 余 金

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

役員退職慰労金引当金

3△

1,273

1,186

893 893 0

402利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

7,782

355

7,380

当 期 未 処 分 利 益

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

0

任 意 積 立 金

固定資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

701 701

－4－



（単位：百万円）

有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
 は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

たな卸資産の評価基準及び評価方法
後入先出法による原価法
移動平均法による低価法
後入先出法による低価法
総平均法による原価法

有形固定資産の減価償却の方法
定額法（一部の工場は定率法）

無形固定資産の減価償却の方法
定額法

重要な引当金の計上基準

当　　　　　　　　　期

（平成14年3月期）

4171,690

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額

利　   益  　 処　   分　   案

摘　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

当 期 未 処 分 利 益

（平成15年3月期）

前　　　　　　　　　期

258 870

合　　　　　　　　　　　　計 1,949 1,288

0利 益 準 備 金

利 益 処 分 額

21

215

2.

【重要な会計方針】

1.

次 期 繰 越 利 益

製品、半製品及び仕掛品 …
原 材 料 鋼 屑 …

そ の 他 …
貯 蔵 品 …

3.

4.

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

5.

計上している。

…

…

…

期末債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

0

1,288

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

1,711

利 益 配 当 金

貸 倒 引 当 金 …

－5－



リース取引の処理方法

その他財務諸表作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理方法

② 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準

③ １株当たり情報

これによる影響はない。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

固 定 資 産 処 分 損
引 当 金 の 繰 入 額

806

当 期 (14.4 ～ 15.3 ）

過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間

期間以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生の
翌期から費用処理している。

以内の一定の年数による定額法により費用処理している。

を適用している。これによる当期の損益に与える影響は軽微である。なお、財務諸表等
当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）

規則の改正により、当期末の貸借対照表の資本の部については、改正後の財務諸表等

特 別 損 失 の 主 な 内 訳

固 定 資 産 処 分 損

保 証 債 務 等 21,174 26,165

【貸借対照表注記】

摘 要 当期末(15年３月31日） 前期末(14年３月31日）

減 価 償 却 累 計 額 28,296 31,763

土 地 の 処 分 益 ほか

規則により作成している。また、前期末についても改正後の表示区分に組替えている。

当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株
当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第４号）を適用している。

3,434

前 期 (13.4 ～ 14.3 ）

【損益計算書注記】

摘 要

固 定 資 産 処 分 益

特 別 利 益 の 主 な 内 訳

退 職 給 付 引 当 金 …

6.
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

7.

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付

数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務

債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生
していると認められる額を計上している。
会計基準変更時差異は15年による均等額を費用処理し、未

理額は4,058百万円である。
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リ  　 ー   　ス   　取 　  引

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法

同 左

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法

同 左

当 期 （ 14.4 ～ 15.3 ） 前 期 （ 13.4 ～ 14.3 ）

リ ー ス 物 件 の 所 有 権 が 借 主 に 移 転 す る と

認 め ら れ る も の 以 外 の ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ ・ ﾘ ｰ ｽ 取 引

リ ー ス 物 件 の 所 有 権 が 借 主 に 移 転 す る と

認 め ら れ る も の 以 外 の ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ ・ ﾘ ｰ ｽ 取 引

ﾘ ｰ ｽ 物 件 の 取 得 価 額 相 当 額 、 減 価 償 却

累 計 額 相 当 額 及 び 期 末 残 高 相 当 額

1. 1.ﾘ ｰ ｽ 物 件 の 取 得 価 額 相 当 額 、 減 価 償 却

累 計 額 相 当 額 及 び 期 末 残 高 相 当 額

機械装置

車両運搬具

計

工具器具
備 品

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

科 目 取得価額
相 当 額

車両運搬具

計

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

科 目

機械装置

取得価額
相 当 額

12 51827

132

121

11

60

44

16

72

76

281

工具器具
備 品

164

148 69 79

164

317 238 78

2. 未 経 過 リ ー ス 料 期 末 残 高 相 当 額

１ 年 内

116 484 320

計

87

83

170

１ 年 超

3. 支払ﾘｰｽ料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

(1)

(2)

140

128

(3)

減価償却費相当額

支 払 利 息 相 当 額

支 払 リ ー ス 料

10

4.

2. 未 経 過 リ ー ス 料 期 末 残 高 相 当 額

１ 年 内 57

１ 年 超 63

計 120

3. 支払ﾘｰｽ料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

(1) 支 払 リ ー ス 料 99

(2) 減価償却費相当額 90

(3) 支 払 利 息 相 当 額 6

4.

5.

ﾘｰｽ料総額とﾘｰｽ物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分につい

ては、利息法によっている。

ﾘｰｽ期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

5.
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税     効     果     会     計

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の
主な原因別の内訳 主な原因別の内訳

百万円 百万円

退職給与引当金損金 退職給与引当金損金
算入限度超過額 算入限度超過額

繰 延 税 金 資 産 合 計 2,812

役員退職慰労金引当金
固定資産処分損引当金
そ の 他

4,698

繰 延 税 金 資 産 合 計 2,759

182
3,251

繰延税金負債

356377

繰延税金負債の純額 1,939

1,052
3,646

その他有価証券評価差額

固定資産圧縮積立金
繰 延 税 金 負 債 合 計

620繰延税金負債の純額

繰延税金負債

( 平成14年3月31日現在 )

そ の 他

789 548

87
1,767

繰延税金資産

当 期 ( 平成15年3月31日現在 ) 前 期

繰延税金資産

1.

役員退職慰労金引当金
固 定 資 産 処 分 損

子会社株式及び関連会社株式

1.

3,433繰 延 税 金 負 債 合 計
固定資産圧縮積立金
その他有価証券評価差額

1,543
101

子 会 社 株 式 及 び 関 連 会 社 株 式 で 時 価 の あ る も の は な い 。
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役　職　の　異　動

加 藤 秋 夫

専務取締役（代表取締役）

監 査 役 （ 常 勤 ）

（注）平成１５年６月２７日定時株主総会終了後の取締役会にて正式決定の予定。

取 締 役 相 談 役

嶋 村 雅 男 取 締 役 海 外 部 長

市 川 誠 取 締 役 社 長 （ 代 表 取 締 役 ）

常務取締役（代表取締役）

常務取締役（代表取締役）

飯 田 義 一 取 締 役

3.

新 役 職 名 氏　　　　　　　　　　　　名 現 在 の 役 職 名 等

常 務 取 締 役 （ 代 表 取 締 役 ）

峯 岸 準 一 常 務 取 締 役 （ 代 表 取 締 役 ）

取締役社長（代表取締役）

退任後の新たな就任予定先等

佐 藤 實 当    社    顧    問取締役副社長（代表取締役）

2. 退任予定取締役及び退任予定監査役

現 在 の 役 職 名 氏　　　　　　　　　　　　名

鞍 田 秀 利

取 締 役

監 査 役

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ購買・物流本部資材部長（　社　　　　　　外　）

精密ばね事業部副事業部長

横 手 廣 海 宇 都 宮 製 作 所 長

大 野 信 道 鋼 材 事 業 統 括 室 長

取 締 役

取 締 役

役 　  員   　の   　異   　動

三菱自動車工業㈱

現 在 の 役 職 名 等

1. 新任取締役候補及び新任監査役候補

新 役 職 名 氏　　　　　　　　　　　　名

鈴 木 誠 二

監 査 役 坂 本 和 夫 当    社    顧    問

当   　社　　 顧　 　問

現ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ㈱取締役社長

当    社    顧    問

鎌 田 勇

鈴 木 眞 一 郎
（　社　　　　　　外　）

取 締 役
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